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令和元年６⽉21⽇に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針2019」等において地方⾃治体⾏
政の様々な分野で、業務プロセスやシステムの標準化等による業務効率化を進めることとされたことを
受け、地方公共団体情報システムの標準化に関する法律（令和３年法律第40号）（以下「標準化法」と
いう。）が定められ、令和５年３⽉29⽇に「地⽅公共団体情報システムの標準化に関する法律第２条第
１項に規定する標準化対象事務を定める政令（令和４年政令第１号）」の⼀部改正により、⼈⼝動態調
査事務も標準化対象事務に追加された。

このため、人口動態調査事務において市区町村で導入されている人口動態調査事務システムは、標準
化法第８条第１項に基づき、標準化法第５条第２項第４号に規定する標準化基準に適合した標準準拠シ
ステムへと移⾏しなければならないこととなった。
令和５年度は有識者（⾃治体、開発ベンダー等）が参画する標準化検討会を⽴ち上げ、標準化の範囲

や標準仕様の内容等の論点に関して議論を進めるとともに、地方⾃治体への照会等を⾏った上で、８⽉
31⽇に標準仕様書【第1.0版】を策定した。

令和６年度は、死亡に関する⼿続きのオンライン化等、関連業務やシステムの変更による影響を調査
し、標準仕様書の改定の要否について検討を⾏い、PMOツールや地方⾃治体へのアンケートによる意⾒
を踏まえた仕様書改版を⾏い、令和７年１⽉31⽇に標準仕様書【第2.0版】を策定した。

このような経緯を踏まえ、引き続き、標準化法の下に⽰される政府方針や関連制度・システムのその
後の動向、技術的調整の結果等を踏まえ、その改定に向けた検討を⾏う必要がある。

背景と目的
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8⽉7⽉6⽉5⽉4⽉作業者

検討会

全国意⾒照会

標準仕様書
作成事業者

開発事業者
（5ベンダー）

⾃治体
（7⾃治体）

第1回（６/５）

標準仕様書
【第3.0版】
改定素案作成

• 標準仕様書【第3.0版】の作成スケジュールは下記のとおり。

第2回（６/26）
書面開催

第3回（８/７）
書面開催

全国意⾒照会
7/7〜7/25

意⾒反映 意⾒反映

標準仕様書【第3.0版】
公表（８/29）

標準仕様書【第3.0版】作成スケジュール
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全国意⾒
照会

意⾒反映

標準仕様書
【第3.0版】
改定案作成

標準仕様書
【第3.0版】

案作成

意⾒
反映

論点の整理

標準仕様書
【第3.0版】

作成

デジタル庁・法務省協議



2⽉1⽉１2⽉11⽉10⽉9⽉作業者

検討会

全国意⾒照会

標準仕様書
作成事業者

開発事業者
（5ベンダー）

⾃治体
（7⾃治体）

• 9⽉以降、標準仕様書の改定を⾏う場合のスケジュールは下記のとおり。
• 検討会の実施有無については、9⽉中に構成員へ連絡を⾏う予定。

意⾒反映

標準仕様書【第3.0版】改定版作成スケジュール
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意⾒反映

第4回（未定） 第5回（未定） 第6回（未定）

標準仕様
書

【第3.0
版】改定
版（改定
素案）
作成

標準仕様書
【第3.0版】改定
版（改定案）作成

全国意⾒照会
12/1〜12/19

全国意
⾒照会
意⾒
反映

標準仕様書
【第3.0版】
改定版（案）

作成

標準仕様書【第3.0版】改定版
又は正誤表の公表（1/30）

意⾒
反映

正誤対応の実施・改定事項の整理
正誤表の作成

標準仕様
書【第3.0
版】改定
版作成

必要に応じ
て⾏う作業

必ず⾏う
作業
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• 人口動態調査事務システム標準仕様書【第3.0版】（＝以下、標準仕様書）について、第２回検
討会以降に構成員から８件の意⾒が寄せられた。事務局にて意⾒を精査した結果、標準仕様書へ
の反映が必要となる項目はなし。

• 全国意⾒照会の期間中に51⾃治体から回答（意⾒なしも含む）が得られ、そのうち２⾃治体から
合計３件の意⾒が寄せられた。事務局にて意⾒を精査した結果、標準仕様書への反映が必要と判
断した項目が２件あった。この2件は同種の意⾒であり、共同親権導入に伴い追加した項目名に
関する意⾒であった。

備考影響箇所反映項目カテゴリNo.

--反映が必要となる項目はなし。第２回検討会後に構成員
から寄せられた意⾒によ
り標準仕様書に反映を⾏
う事項

１

-• (別紙2-1)機能・帳票要件
• (別紙2-2)管理項目
• (別冊)外部連携仕様書

共同親権に伴い追加した項目名
を統一する。

全国意⾒照会中に寄せら
れた意⾒により標準仕様
書の反映を⾏う事項

２

第２回検討会からの差分報告



7

全国意⾒照会の結果報告



標準仕様書修正有無
区分No.

無有
０２システムの機能（項目名）１

１-システムの機能（帳票）２

--意⾒なし（49⾃治体）３

１２計

３合計（51⾃治体）
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全国意⾒照会の結果について
• 全国意⾒照会の期間中に事務局に対して51⾃治体から回答が得られた。 51⾃治体の回答のうち、49⾃治体

は意⾒なし、その他２⾃治体から合計３件の意⾒が寄せられた。
• 意⾒の区分は２区分とし、人口動態調査事務システムの機能のうち項目名等に関する内容を「システムの機

能（項目名）」、人口動態調査事務システムの機能のうち帳票等に関する内容を「システムの機能（帳
票）」とした。

• 寄せられた意⾒に対して事務局にて検討を⾏い、合計３件の意⾒のうち２件は同種の意⾒であったため、実
質２件の意⾒の反映が必要と判断し、標準仕様書の修正を⾏った。
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全国意⾒照会に寄せられた意⾒（システムの機能（項目名））
• 人口動態調査事務システムの機能のうち共同親権に係る管理項目、システム印字項目、出⼒項目について、

項目名を統一してほしいという意⾒が寄せられた。
• 本意⾒は標準仕様書への反映が必要と判断したため、P.12以降に修正内容を⽰す。

対象の
標準仕様書名回答意⾒区分No.

• (別紙2-1)機
能・帳票要件

• (別紙2-2)管理
項目

• (別冊)外部連携
仕様書

ご指摘の項目名について、表記ゆれがあ
るため表記を統一します。
共同親権については、法務省と協議のう
え、要件を定めており、項目名について
は法務省で定める内容に沿う表記とし、
「⽗⺟双方が親権を⾏う⼦の数」、「⽗
（夫）が親権を⾏う⼦の数」、「⺟
（妻）が親権を⾏う⼦の数」とします。

親権にかかる管理項目、システム印字項目、出⼒項目名の
書き方をすべて統一してほしい。

例）「〇（〇）が親権を⾏う未成年の⼦の数」または
「〇（〇）が親権を⾏う⼦の数」のどちらかに⽂⾔を統一。

【P7の1.5.1の調査マスタ】、【Ｐ7の1.5.2の出⼒ファ
イル】、【P8の（別紙３）、P9の（別紙４）、P10の（別
冊）】において、それぞれ⽂⾔が異なるため。

システムの
機能（項目
名）

１

ご指摘のとおりです。
標準仕様書の各別紙及び別冊間で表記が
統一されていなかったため、表記を統一
します。
共同親権については、法務省と協議のう
え、要件を定めており、項目名について
は法務省で定める内容に沿う表記とし、
「⽗⺟双方が親権を⾏う⼦の数」、「⽗
（夫）が親権を⾏う⼦の数」、「⺟
（妻）が親権を⾏う⼦の数」とします。

（別紙2-2）
P17と18︓離婚票（調査マスタと出⼒ファイル）
「夫」→「⽗（夫）が親権を〜の数」、「妻」→「⺟
（妻）が親権を〜の数」になるのでは。

（別冊）
P20︓離婚（調査票出⼒ファイル）
№30は「夫」→「⽗（夫）」、№31は「妻」→「⺟
（妻）」になるのでは。

システムの
機能（項目
名）

２
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全国意⾒照会に寄せられた意⾒（システムの機能（帳票））
• 人口動態調査事務システムの機能のうち帳票の印刷機能について、調整せずに印刷できるようにしてほしい

という意⾒が寄せられた。

対象の
標準仕様書名回答意⾒区分No.

• (別紙3)帳票詳
細要件

標準化のシステムでは、調査票の枠と
データを印刷する機能を標準オプション
機能として設けており、厚⽣労働省から
配布された用紙を用いなくても紙による
調査票の提出が可能となるため印字位置
の調整が不要となる⾒込みです。
機能の実装については、現在契約中のシ
ステムの開発ベンダーにご確認ください。

出⽣票等は枠やデータをセンタリングして印刷とあるが、
印刷件数が多いため、調整せずに印刷できるよう希望する。
（例えば、右もしくは左角に寄せた印刷など）システムの

機能（帳
票）

１
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全国意⾒照会に寄せられた意⾒により標準仕様書に反映を⾏
う事項



現
状

方
針

仕
様
書
案

• ⺠法等の一部を改正する法律（令和６年法律第33号）の成⽴に伴い共同親権の制度が始まることから、第１回検
討会において、共同親権に関する項目名を反映した標準仕様書案を提⽰した。

• 全国意⾒照会で寄せられた意⾒により、標準仕様書案の共同親権に関する項目名が、標準仕様書内（別紙間）で統
一されていないことが判明した。

• 共同親権に関する項目名について、（別紙3）帳票詳細要件 1.5.人口動態調査離婚票及び（別紙4）帳票レイアウ
ト 1.5.人口動態調査離婚票で⽰す項目名に統一する。

• （別紙2-1）機能・帳票要件 機能ID︓0380179の小項目、機能名称及び備考を以下のとおり修正する。
• 小項目 ︓1.1.127 離婚票単体チェック機能（⽗、⺟が親権を⾏う⼦の数）
• 機能名称 ︓⽗が親権を⾏う⼦の数、⺟が親権を⾏う⼦の数
• 備考︓（参考）「親権を⾏う⼦の数が多すぎます。修正するか、誤りでなければ確認欄に項目番号を記載し

てください。」（M00015）

• （別紙2-2）管理項目1.5.1.離婚票（調査マスタ）及び1.5.2.離婚票（出⼒ファイル）の共同親権に係る以下の項
目名を修正する。

• 夫が親権を⾏う未成年の⼦の数 → ⽗（夫）が親権を⾏う⼦の数
• 妻が親権を⾏う未成年の⼦の数 → ⺟（妻）が親権を⾏う⼦の数

• （別冊）外部連携仕様書の5.出⼒ファイル（離婚）の共同親権に係る以下の項目名を修正する。
• 夫が親権を⾏う未成年の⼦の数 → ⽗（夫）が親権を⾏う⼦の数
• 妻が親権を⾏う未成年の⼦の数 → ⺟（妻）が親権を⾏う⼦の数

共同親権に関する項目名の統⼀
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Appendix) （別紙2-1）機能・帳票要件の修正イメージ
機能ID︓0380179の親権を⾏う⼦の数のチェックに関する小項目、機能名称及び備考を修正する。

■変更後

■変更前
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Appendix) （別紙2-2）管理項目の修正イメージ

■変更前 ■変更後

1.5.1.離婚票（調査マスタ）の親権に関する項目名を修正する。
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Appendix) （別紙2-2）管理項目の修正イメージ

■変更前 ■変更後

1.5.2.離婚票（出⼒ファイル）の親権に関する項目名を修正する。



5.出⼒ファイル（離婚）の親権に関する項目名を修正する。

Appendix)（別冊）外部連携仕様書の修正イメージ

■変更前 ■変更後
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